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株式会社の社外役員で構成される調査委員会作成に係る調査報告書が民事訴訟法
220 条 4号ニにいう「自己利用文書」に該当しないとされた事例
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事実の概要

　大手ハウスメーカーＺ（抗告人・原審相手方・基
本事件補助参加人）は、分譲マンション用地の購
入に際し、いわゆる地面師詐欺に遭って売買代金
名下に 55 億 5900 万円を騙取された（以下、「本
件詐欺被害」という）。Ｚの株主Ｘ（相手方・原審
申立人・基本事件原告）がこれに関し、当時の取
締役 2名Ｙ１およびＹ２（以下、「Ｙら」という）を
被告としてＺへの損害賠償を求めた（株主代表訴
訟、基本事件）。
　本件は、Ｘが、Ｚにおいて所持する本件詐欺被
害に関する複数の文書につき文書提出命令の申立
てをした事件であり、Ｚの社外役員で構成され
る「調査対策委員会」（原決定にいう「社外委員会」、
本決定にいう「本件委員会」である）作成に係る調
査報告書（以下、「本件調査報告書」という）はそ
の一部である。本件調査報告書についてＸが主
張する文書提出義務の原因は民訴法 220 条 1 号
および 4 号であった。これに対し、Ｚは、同号
4号ニ所定の文書（原決定にいう「自己使用文書」、
本決定にいう「自己利用文書」であるが、以下、「自
己利用文書」という）に該当する旨主張して文書
提出義務を争った。
　原決定（大阪地決平31・4・15金法2129号76頁）は、
一見記録に基づき、①Ｚの取締役決議による「社
外委員会」の暫定発足、②平成 29 年 8 月 2 日付
け「分譲マンション用地の購入に関する取引事故
につきまして」と題するプレスリリース、③同年
9月 7日付け「分譲マンション用地の取引事故に

関する調査対策委員会の設置について」と題する
プレスリリースにおける同日の取締役会決議によ
る「社外委員会」の正式発足の公表等、④社外委
員会の平成 29 年 11 月 20 日開催のＺの取締役会
における口頭報告のほか、平成 30 年 1 月 24 日
開催のＺの取締役会に対する本件調査報告書の提
出、⑤同取締役会後のＺの代表取締役会長Ａの全
国紙の新聞記者からの取材に応じた結果（本件調
査報告書の内容の一部の記載等を明らかにしている）
の全国的な報道、⑥平成 30 年 3月 6日付けの「分
譲マンション用地の取引事故に関する経緯概要等
のご報告」（以下、「⑥文書」という）と題するプレ
スリリースにおける本件調査報告書の受領の事実
と本件詐欺被害に関する経緯概要や再発防止策等
の公表といった事実認定を踏まえ、「本件調査報
告書は、上記の作成利用経緯をみる限り、専ら補
助参加人役員らの内部資料の趣旨で作成されたも
のであるとは到底いえず、少なくとも、株主その
他Ｚのステークホルダーに対する何らかの開示が
予定されていたものであったと認められる。した
がって、本件調査報告書は民訴法 220 条 4 号ニ
所定の除外事由に該当しないと認めるのが相当で
あって、他に同号所定の各除外事由の存在をうか
がわせる事情は見当たらない」と判断した。Ｚは
この決定を不服として即時抗告をした。
　抗告理由は、最決平 11・11・12（民集 53 巻 8
号 1787 頁。以下、「平成 11 年決定」という）が示
した自己利用文書の要件に依拠している。外部非
開示性について、本件調査報告書は法令上の義務
に基づいて作成されたものではなく、それ自体を
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第三者に開示することは予定されていなかったこ
と、⑥文書は本件調査報告書それ自体の公表とは
性質を異にするものであり、また、本件調査報告
書の内容とも異なる。不利益性について、原決定
は何ら判示をしていないが、本件調査報告書の内
容はプライバシー情報に該当するものであり、ま
た、本件調査報告書の内容が第三者に明らかにな
れば、本件担当者が社会生活を営むに当たり著し
い支障が生じる可能性がある。特段の事情につい
て、ＸとＹを同一視できるような例外的事情はな
く、また、本件調査報告書を開示しても例外的に
法人の意思形成の自由やプライバシーを害さない
事由がある場合に該当しないと述べた。

決定の要旨

　抗告棄却。
　本決定は、平成 11 年決定を参照し、「ある文
書が、その作成目的、記載内容、これを現在の所
持者が所持するに至るまでの経緯、その他の事情
から判断して、専ら内部の者の利用に供する目的
で作成され、外部の者に開示することが予定され
ていない文書であって、開示されると個人のプラ
イバシーが侵害されたり個人ないし団体の自由な
意思形成が阻害されたりするなど、開示によって
所持者の側に看過し難い不利益が生ずるおそれが
あると認められる場合には、特段の事情がない限
り、当該文書は自己利用文書に当たると解される」
との見地に立ち、その当て嵌めとして、イン・カ
メラ手続（民訴法 223 条 6 項）が採用されて抗告
審に提示された本件調査報告書に基づき、(1) 本
件委員会の構成員、(2) 本件委員会の目的、(3) 本
件委員会による資料収集および調査活動の実際、
(4) 本件調査報告書の形状・体裁・分量、(5) 本件
調査報告書の記載内容について詳細な事実認定を
した上で、次のように述べた。
　本件調査報告書は、「関係者の発言あるいは関
係者による論争を赤裸々に記録した文書ではな
く、会社（Ｚ）の組織としての意思決定や行動の
あり方の問題点を客観的に指摘するものであっ
て、正に、本件委員会の目的に適った内容となっ
ている。
　本件調査報告書が上記のようなものである上、
Ｚの代表取締役会長であったＡが、平成 30 年 3
月 6 日、報道関係者に対し、Ａ版用紙 3枚にま

とめた本件調査報告書の概要を公表した事実（こ
の事実は記録から明らかである。）に照らせば、
本件調査報告書が、外部の者に開示することがお
よそ予定されていなかった文書であると断定する
ことは困難である。
　また、本件調査報告書中の東京マンション事業
部営業次長を非難する部分は同人に手厳しいもの
ではあるが、本件調査報告書の記載内容は上記 (4)
及び (5) のようなものであるから、これが開示さ
れれば個人のプライバシーが侵害されるとか、関
係者個人の自由な意思形成や抗告人の団体として
の自由な意思形成が阻害されるといった不利益が
生ずるおそれがあるとは認められない。
　したがって、本件調査報告書は自己利用文書に
該当するとは認められない。」

判例の解説

　一　本決定と原決定との差異
　１　審理および判断過程の違い
　本件申立ての争点は、任意に設置された調査対
策委員会が作成した本件調査報告書が民訴法 220
条4号ニの自己利用文書に該当するか否である１）。
原決定も本決定も、いずれも本件調査報告書は自
己利用文書に該当しないとしているが、その審理
および判断過程には違いがみられる。原決定は、
「自己利用文書」のリーディング・ケースである
平成 11 年決定を明示的に参照せずに、調査対策
委員会作成の調査報告書という類型を踏まえて判
断しているのに対し、本決定は、同決定を明示的
に参照し、イン・カメラ手続を実施した上で、個
別具体的な記載をも勘案しつつ審理判断をしてい
る。
　２　平成 11年決定との関係
　平成 11 年決定は、外部非開示性、不利益性、
特段の事情の不存在という 3要件を挙げ、この 3
つの要件を満たす場合には、自己利用文書に該当
するという判断準則を提示した。外部非開示性お
よび不利益性の 2要件は、文書の種類に応じた
類型的判断であると説明されている２）。
　原決定は、本件調査報告書の作成利用経緯か
ら、Ｚの役員らの内部資料の趣旨で作成されたも
のであるとは到底いえず、少なくとも、株主その
他Ｚのステークホルダーに対する何らかの開示が
予定されていたものであると認定している。原決
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定について、調査対策委員会作成の調査報告書と
いう類型を踏まえて判断し、外部非開示性を否定
したものであるとの指摘がなされている３）。前記
①ないし⑥の事実から、本件詐欺被害の概要を知
ることができる。とくに、⑥文書には、事件経過
については捜査上の機密保持への配慮のため、こ
れ以上の詳細説明は差し控える旨の記載があるも
のの、事件の経緯概要、本件の被害を防止できな
かった原因について、本件の責任に関する調査対
策委員会の意見および対策提言、再発防止に向け
て等の記載がなされており、本件調査報告書の概
要が公表されたものとみることができる。本件は、
⑤の事実および⑥文書から、本件調査報告書の記
載内容を予想することが可能であり、外部非開示
性の判断が容易であった事案といえよう。原決定
が、平成 11 年決定を参照しなかった理由として、
日本弁護士連合会による「企業等不祥事における
第三者委員会ガイドライン」策定後は、調査委員
会が作成した調査報告書は一般的に開示されてき
たこと４）、間接事実の積み重ねによって本件調査
報告書の内容を推認して提出義務の有無を判断す
ることが可能であったこと等が考えられるが、主
たる理由は後者であろう。
　これに対して、本決定は、平成 11 年決定を明
示的に参照し、イン・カメラ手続の結果を踏まえ
た上で審理判断している。外部非開示性について、
⑥文書が公表されたという原決定の指摘をも考慮
し（本決定は⑥文書が本件調査報告書の概要を示し
たものであることを認定している）、外部者への開
示がおよそ予定されていなかったとはいえないと
し、不利益性について、本件調査報告書中に特定
人を手厳しく非難する部分もあるが、個人のプラ
イバシーの侵害や団体の自由な意思形成が阻害さ
れるとはいえないとして、それぞれの要件を否定
している。抗告理由を検討してこれに応えるもの
であると思われるが、不利益性の要件は傍論的に
否定されており５）、特段の事情についての判断も
示されていない。本決定は外部非開示性を認めず
提出義務を認めた事案６）とみることができるが、
⑥文書の公表から、その判断は困難ではなかった
ように思われる。
　３　イン・カメラ手続の実施
　外部非開示性および不利益性の判断方法として
は、文書の種類に応じた類型的判断が基本とされ
ている７）。文書の個別的記載を問題としないので

あれば、イン・カメラ手続を行う必要はないとも
いえる。しかし、類型的判断が困難と考えられる
場合には、個々の記載内容を問題にすることはで
き、その場合には、イン・カメラ審理もあり得る
ものとされている８）。
　これを本件についてみると、本件調査報告書の
作成利用経緯、とくに、⑤の事実および⑥文書の
公表等から、外部非開示性についての類型的判断
は困難ではなく、かかる要件の不充足を理由とし
て、本件調査報告書の自己利用文書性を否定でき
たはずである。本件においてイン・カメラ手続は
必要なかったように思われるが、それを実施した
理由はどこにあるのか。それは、調査報告書に関
する自己利用文書の判断基準が確立されていると
はいえない実務の現状に配慮したことのみなら
ず、平成 11 年決定の判断枠組みに従いながらも、
個別具体的な記載をも勘案して外部非開示性およ
び不利益性を判断しようと考えたからであろう。
これは、イン・カメラ手続を補充的に考える立場９）

とは異なるものである。このような見方が許され
るならば、イン・カメラ手続は、自己利用文書の
提出義務をめぐる判断方式として大きな意味を持
つことになる。類型的判断が困難とは思われない
事案であっても、裁判所が要件充足性の判断をよ
り慎重に行いたいと考える場合に、イン・カメラ
手続を積極的に実施することを認める議論につな
がるように思われる。
　イン・カメラ手続は、法令上の作成義務がな
い文書に対して実質的な判断を加味する場合 10）、
個人のプライバシー、信用情報や法人の営業秘密
等の記載を含むかどうかを判断する必要がある場
合 11）に実施されるようである。イン・カメラ手
続による証拠調べが今後さらに一般化していく
のではないかとの予測もなされているところ 12）、
本決定もその流れに沿うものであろう。

　二　イン・カメラ手続の効用と問題点
　民訴法 223 条 6 項は、裁判所がイン・カメラ
手続において判断できる事項の範囲ないし内容に
ついて特段の制限を加えていない。よって、イ
ン・カメラ手続においては、自己利用文書性の 3
要件の存否について判断を行うことができる 13）。
イン・カメラ手続の実施については、受訴裁判所
の手続裁量に委ねるべきであろう 14）。
　もっとも、本決定のように、類型的判断が困難



4 新・判例解説Watch4

新・判例解説 Watch ◆ 民事訴訟法 No.118

と考えられない事案において、イン・カメラ手続
を実施するとすれば、裁量権の範囲逸脱や濫用に
当たるのではないかとの批判も予想される。しか
し、内部的な意思の形成過程で作成されていない
文書を稟議手続に乗せたり稟議書の体裁をとるだ
けで文書性質に転化される危険性も指摘されてい
る 15）。イン・カメラ手続には、真に秘密として
保護すべき情報は保護しつつ、秘密とはいえない
情報を証拠として訴訟の場に提出させ、より豊富
な訴訟資料に基づいて適正な裁判を可能ならしめ
るという実際的効用があると考えられている 16）。
除外事由の趣旨・要件を慎重に検討する必要があ
ることを考えれば、イン・カメラ手続を積極的に
実施することは肯定されてよいように思われる17）。
　イン・カメラ手続については、いくつかの課題
も指摘されている 18）。本決定において問題とな
ると思われるのは、本件調査報告書に基づく詳細
な事実認定をし、これを公表している点である。
これは、⑤の事実および⑥文書の公表という事情
があったとしても、その是非は問われよう。文書
提出命令の申立てを却下する場合はもとより、文
書提出命令を発令し得ると判断した場合であって
も、当該文書の記載内容を詳細に説示することに
ついては慎重であるべきであろう。文書提出命令
を発令した事実審の決定が上級審で取り消され、
あるいは破棄される場合もあり得る。この場合に
は、提出命令によらないで当該文書が提出された
のに等しい結果が残ることになる 19）。

　三　本決定の意義
　本決定は、平成 11 年決定の判断枠組みに従い
つつ、イン・カメラ手続を実施した上で、個別具
体的な記載をも勘案して審理判断している。イ
ン・カメラ手続を補充的に考えるのではなく、そ
の効用を踏まえて積極的に利用したものとして評
価できる。本決定を、平成 11 年決定の判断枠組
みに従いながらも、類型的判断が困難と考えられ
ない事案においてイン・カメラ手続を実施したも
のとみれば、その射程は、調査報告書の自己利用
文書性の判断にとどまらず、法令上の作成義務が
ない場合の内部文書性の判断にも及ぶものと思わ
れる。
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